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◆ 旭川地域で創業を目指す皆さんへ ◆
　道北の拠点都市、「旭川」を中心とする地域を舞台に一念発起し

新規創業を目指す起業家は年々増えつつあります。起業の成功は、

個々の発展にとどまらず、これまで地域経済を支えてきた老舗の事

業者と刺激しあうことで旭川圏の経済全体を活性化します。

　しかし、起業は簡単に成功するものではありません。決断と努力

が実を結び成功を収めている起業家がいる一方で、未熟な計画や準

備不足から志半ばで挫折するケースも少なくありません。

　本書は、旭川地域で新規創業を目指す皆さんが、創業の志を再確

認し、しっかりと準備を整え、着実にサクセスロードを歩んでいた

だくための一助として、各種の支援制度や創業に当たって留意すべ

きポイントなど、創業のための情報をまとめたガイドブックです。

　皆さんの創業チャレンジが、このガイドブックを通じてより現実

的なものとなり、夢の実現につながっていくことを願っております。
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旭川商工会議所
※創業塾等
（参加40人 6人の創業）

あさひかわ商工会
※創業塾等（参加24人 4人の創業）

【北海道新事業創造プラザ】
飲食業インキュベーション

（一財）旭川しんきん産業振興基金
・講師、金融相談

日本政策金融公庫旭川支店
・講師、金融相談

専門家（税理士・診断士・社労士）
・講師、個別相談

コワーキングスペースあさひかわ37
・会場提供

※ものづくり人材育成事業
（年間延120人参加 各事業へ10人ずつ参加、合計4人の創業）

相談窓口（支援対象者50人⇒10人創業）
※道北ビジネスプランコンテスト（エントリー18人⇒5人創業）

旭川市⇔鷹栖町・東神楽町・東川町

※ワンストップ創業相談窓口事業（支援対象者55人⇒12人の創業）
※シェアオフィス運営事業（支援対象者12人⇒3人の創業）

（一財）旭川産業創造プラザ

あさひかわ起業家支援ユニット
【ASUE～明日へ～】

Asahikawa  Supporting  Unit  for  Entrepreneurs

※あさひかわBizCafe事業
（支援対象者65人⇒11人の創業）

連携

道北地域創業支援事業

道北地域ものづくり応援ネットワーク

＜宗谷地域>
・宗谷総合振興局
・稚内信金
・稚内商工会議所
※「ワンストップ支援による
起業支援事業」
（参加12人⇒5人の創業）

＜留萌地域>
・留萌振興局
・留萌信金
・留萌商工会議所
※「創業支援事業」
（相談12人⇒
　　　　5人創業）

＜富良野地域>
・上川総合振興局
・旭川信金
・富良野商工会議所
※「創業支援窓口事業」
（相談12人⇒5人創業）

＜名寄・士別地域>

◯稚内市 ◯留萌市 ◯富良野市◯名寄市・士別市

・上川総合振興局
・名寄商工会議所
※「創業支援事業」
（相談10人⇒3人創業）
・士別商工会議所
・北星信金

北海道立総合研究機構
・林産試験場
・北方建築総合研究所
・農業試験場
・工業試験場
・食品加工研究センター

注）令和元年11月変更申請中の内容　※は、特定創業支援等事業

（運営・支援委託）

（公財）北海道中小企業
総合支援センター道北支部

旭川ものづくり
総合支援センター

連
携

創
業
啓
発
事
業

技術相談等

連携
協力

旭川市工業技術センター

道北地域創業
機運醸成事業
（参加30人⇒
起業に興味を
もった者等の
割合50％）

創業無関心者

旭川食品産業支援センター

旭川市工芸センター

創業希望者
創業者

●産業競争力強化法に基づく創業支援等事業計画について

●旭川市を中心とした道北地域創業支援等事業計画の概要
旭川市を中心とした

道北地域創業支援等事業計画

　我が国の開業率（5．2％程度）を欧米並みの１０％台に
引き上げることを目的に、産業競争力強化法の中で地
域の創業を促進させる施策として、市町村が策定する
創業支援等事業計画を国が認定し、市町村と民間の創
業支援事業者が連携して創業に関する各種事業が各地
で展開されています。
　旭川市では、鷹栖町、東神楽町、東川町と連携して
「旭川市を中心とした道北地域創業支援事業計画」を策
定し、平成26年3月20日に認定を受けました。平成27年
10月には、本計画に留萌市、稚内市、士別市、名寄市、
富良野市の5市を新たに加え、道北地域の主要都市によ
る計画として変更認定を受けております。その後も創
業支援対象者のニーズ等に合わせ、適宜計画の変更を
行い、効果的な支援を目指しています。
　同計画に基づき、旭川市、留萌市、稚内市、士別市、
名寄市、富良野市、鷹栖町、東神楽町、東川町の行政
機関と、創業支援事業者の代表である一般財団法人旭
川産業創造プラザ及び共同実施者である旭川商工会議
所、あさひかわ商工会が行う各種事業や、稚内商工会
議所、名寄商工会議所、富良野商工会議所が行う創業
支援事業が、特定創業支援等事業として位置付けられ、
これまで以上に創業者に対する支援策が充実しました。
　同計画はこれまで関係機関がそれぞれで実施してい
た創業支援の取り組みを連携しながら実施することで、
地域が一体となって創業者を支援していく仕組みでも
あります。そのため、特定創業支援等事業の事業毎に
ポイント制を設け、創業者が自ら選択した複数の特定
創業支援等事業でポイントを獲得し、自治体から証明
を受けるよう制度設計されています。
　証明書の交付を受けた創業者には、信用保証の特例
や株式会社設立の際の登録免許税が半額になるなどの
支援も受けられるようになっています。
　

　同計画の実施に当たっては、旭川市工芸センター、
旭川市工業技術センター、旭川食品産業支援センター
などで構成する「旭川ものづくり総合支援センター」や、
上川・留萌・宗谷の信用金庫、（総合）振興局、商工
会議所、市役所との連携体である、「道北地域ものづ
くり応援ネットワーク」を活用するとともに、中核的
事業の「あさひかわBizCafe」の実施に当たって、主
催する（一財）旭川産業創造プラザを中心に、旭川市、
旭川商工会議所、あさひかわ商工会、㈱日本政策金融
公庫旭川支店、(一財)旭川しんきん地域振興基金、コ
ワーキングスペースあさひかわ37、専門家（公認会計
士、税理士、社会保険労務士、中小企業診断士）の連
携組織である、「あさひかわ起業家支援ユニット　
A s a h i k a w a 　 S u p p o r t i n g 　 U n i t 　 f o r 　
Entrepreneurs通称：ASUE　～明日へ～」で取り組
んでいます。
　

・本地域においては、創業塾やセミナー等の創業支援
事業に取り組んできましたが、地域で連携した本計
画により、この取組を拡充、強化することで、創業
促進を目指しています。

・平成26年度以降、旭川市が中心となって留萌市、稚
内市、士別市、名寄市、富良野市、鷹栖町、東神楽
町、東川町との自治体間連携とともに、創業支援事
業者の代表者であり道北地域（6市31町4村）を所管
する（一財）旭川産業創造プラザや共同実施者であ
る旭川商工会議所とあさひかわ商工会のほか、留萌、
稚内、士別、名寄、富良野の各商工会議所、（一
財）旭川しんきん地域振興基金、日本政策金融公庫
旭川支店、中小企業診断士等の専門家とも連携しな
がら、道北地域の創業希望者に対して、あさひかわ
BizCafe、創業塾、窓口相談、創業セミナー、インキ
ュベーション施設等を提供しています。

概　要 特定創業支援等事業

・創業相談窓口設置事業　・道北ビジネスプランコンテスト
・ものづくり人材育成事業（創業支援分野）～旭川市のみ

・あさひかわＢｉｚＣａｆｅ事業　・道北地域創業支援事業
・プレ･インキュベーション施設運営事業（シェアオフィス）
・ワンストップ創業相談窓口事業

・創業塾等

・ワンストップ支援による起業支援事業

・創業支援事業

・ワンストップ創業支援事業

・創業支援事業

・創業塾等

〈全体像〉
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事業名　　　　　　　　　  単位　　　
分野

経営　　   財務　　人材育成　販路開拓 特記事項

あさひかわＢｉｚＣａｆｅ事業

ネット版あさひかわＢｉｚＣａｆｅ事業

ワンストップ創業相談窓口事業

移動創業相談

シェアオフィス

セミナー

道北ビジネスプランコンテスト

創業塾等（旭川商工会議所）

創業塾等（旭川商工会議所）

創業塾等（あさひかわ商工会）

創業塾等（あさひかわ商工会）

ワンストップ支援による起業支援事業

（稚内商工会議所）

創業支援事業（名寄商工会議所）

創業支援事業（留萌商工会議所）

ワンストップ創業支援事業（富良野商工会議所）

1講義（1時間）

1講義（1時間）

1回（1時間）

1回（1時間）

1か月入居

1回（1.5時間）

エントリー

一定評価以上

1講義（２時間）

1回（1時間）

1講義（２時間）

1回（1時間）

1回（1時間）

1回（1時間）

1回（1時間）

1回（1時間）

1p　　　 1p         1p          1p

1p　　　 1p         1p          1p

2p　　　 2p         2p          2p

2p　　　 2p         2p          2p

2p　　　 2p         2p          2p

2p　　　 2p         2p          2p

2p　　　 2p         2p          2p

2p　　　 2p         2p          2p

2p　　　 2p         2p          2p

2p　　　 2p         2p          2p

2p　　　 2p         2p          2p

2p　　　 2p         2p          2p

8p

2p

8p

1p　　　 1p         1p          1p

出張BizCafe事業含む

相談1回以上必須

週1回程度各分野の相談必須

最終プレゼン選考者

創業塾

窓口相談

創業塾

窓口相談

国

経済産業大臣及び総務大臣が、
創業支援等事業実施指針（創業支援等事業計画で策定すべき内容等）を策定

【創業支援等事業計画】の作成
　市区町村と創業支援等事業者（認定経営革新等支援機関、地域の経済団体、金融機関、士業、
　県センター、NPO等）が行う創業支援等事業について市区町村が計画を作成

市区町村
民間のノウハウを活用して
創業支援等を行う事業者
（認定支援機関、経済団体、
金融機関 等）

連 携 実 施

支援及び連携

創業支援等事業

支援
普及
啓発

創業希望者、
創業後5年未満の者

特定創業支援
（市区町村が証明書発行）

特定創業支援
（市区町村が証明書発行）

特定創業支援を
受けた創業者

信用保証協会信用保証

認定市区町村

認定連携創業
支援等事業者

創業支援等事業計画の認定を
受けようとする市区町村

創業支援等事業者
都道府県

創業者 創業無関心者等

申請 認定

特定創業支援
市区町村が
証明書発行

特定創業支援を
受けた創業者

会社設立登記会社設立登記

法務局

信用保証の特例として６月前から具体的な計画があれば、
創業関連保証を受けられます。

会社設立の際の登録免許税が半額と
なる支援が受けられます。

（　　 ）

どの分野のポイントにするかは、
セミナーの内容により決定する。

創業機運醸成事業
ワンストップ相談窓口、
マッチング支援 等
ビジネススキル研修、
専門家による
ハンズオン支援 等
特定創業支援等事業（※）

創業支援事業

起業について現在関心がない者をはじめとした
事業を営んでいない個人

・創業無関心者等に対して創業に関する理解と関心を深め
　る取り組み全般が対象。
・例えば教育現場等での起業家教育、若年層向けのビジネ
　スコンテストの開催、短期間で創業を体験できるプログ
　ラムの実施　等
・対象は、事業を営んでいない個人（学生を含む）

●特定創業支援等事業に係るポイント表 ●産業競争力強化法における地域の創業支援スキーム

●支援施策の概要（創業者向け）

・特定創業支援を受けた創業者として、自治体から証明
書の交付を受けるには、特定創業支援等事業に参加し
て、所定のポイントを獲得することが必要です。
・所定のポイントとは、経営、財務、人材育成、販路開
拓の各分野で2ポイント以上かつ計8ポイント以上です。
・証明書の交付を受けられる自治体は、旭川市、留萌市、
稚内市、士別市、名寄市、富良野市、鷹栖町、東神楽
町、東川町です。

●一つの特定創業支援等事業で８ポイントが付与される場合
《事例１》
・創業塾に参加し、すべてのカリキュラムを受講。
《事例2》
・あさひかわBizCafeに参加し、各分野のカリキュラム
を2回ずつ計8回受講。

●複数の特定創業支援等事業で8ポイントが付与される場合
《事例3》
・あさひかわBizCafeで経営分野のカリキュラムを2回受
講（2ポイント）、相談窓口で財務について相談（2ポ
イント）、創業塾で人材育成、販路開拓のカリキュラ
ムを受講（各2ポイント）で計８ポイント獲得

・所定のポイントを獲得した場合の証明書の交付申請の
期限及び有効期間は、原則 令和２年３月３１日まで
です。
　証明書の交付にかかる手数料はかかりません。
・複数の特定創業支援等事業でポイントを獲得すること
も可能です。（ポイントは計画期間内有効）
・特定創業支援等事業により、付与されるポイントは別
表のとおりです。

概　要

（１）認定を受けた特定創業支援等事業の支援を受けて創業を行おうと
する者又は創業した日以後５年を経過していない個人が会社を設立する
際、登記にかかる登録免許税が軽減（株式会社又は合同会社は、資本金
の０.７％→０.３５％※、合名会社又は合資会社は、１件につき６万円
→３万円）されます。

（※）特定創業支援等事業とは、市区町村又は認定連携創業支援等事業者が
創業希望者等に行う、継続的な支援で、経営、財務、人材育成、販路開拓の
知識が全て身につく事業を言います。代表的な例としては、４回以上の授業

を行う創業塾、継続して行う個別相談支援、インキュベーション施設入居者
への継続支援など、原則として１ヶ月以上継続して行う支援が考えられます。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（出所：中小企業庁資料）

※最低税額の場合、株式会社設立は１５万円が７.５万円、合同会社設
立は６万円が３万円にそれぞれ減額されます。
（２）創業２ヶ月前から対象となる創業関連保証の特例について、事業
開始６ヶ月前から利用の対象になります。
（３）創業前または創業後税務申告を２期終えていない事業者は、日本
政策金融公庫の融資制度である新創業融資制度を、創業資金総額の１／
１０以上の自己資金要件を満たす方として利用できます。
（４）日本政策金融公庫の新規開業支援資金の貸付利率の引き下げの対
象として、同資金を利用することが可能。

認定特定創業支援等事業を受けた創業者への支援

別　表

〈出所：中小企業庁資料〉
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　新規創業を予定している方や新規事業分野の開拓を志す方のため
に適切なアドバイスをしているほか、ビジネスプラン作成のサポー
トをしています。

あさひかわ商工会
旭川市永山2条19丁目5番11号　TEL0166－48－1651

留萌商工会議所中小企業相談所
留萌市錦町1丁目1－15　TEL0164－42－2058

稚内商工会議所中小企業相談所
稚内市中央2丁目4番8号　TEL0162－23－4400

士別商工会議所中小企業相談所
士別市西2条5丁目　TEL0165－23－2144

富良野商工会議所中小企業相談所
富良野市本町2番27号 コンシェルジュフラノ2階
TEL0167－22－3555

名寄商工会議所中小企業相談所
名寄市東1条南7丁目　TEL01654－3－3155

　個人4人以上の仲間による、企業組合の形態で創業する際に、組織
の設立から運営までを支援しています。

北海道中小企業団体中央会上川支部
旭川市常盤通1丁目　道北経済センター　TEL0166－22－5601

事務局̶旭川市永山8条5丁目2番4号　ハウスU202　　TEL：01６6－４８－6７３８

　ＳＯＨＯ（ソーホー）とはSmall Office／Home Officeの略称で、小さな事
務所や自宅でパソコンや情報機器を利用し、時間や場所に制限されずに個
人のスタイルで活動する小規模な事業形態を指し、一般的にはＳＯＨＯスタ
イルの事業者の呼称として使われています。
　旭川のＳＯＨＯが連携し、2001年に設立した組織が「旭川ＳＯＨＯ協議会」
です。
　旭川圏で活動するＳＯＨＯ事業者の相互交流を推進し、お互いの得意分
野を生かした事業の実現や地域イベントの企画・運営を通じた広報活動な
ど、協働事業を通じて会員事業者の繁栄と地域経済の発展に寄与すること
を目的に活動しています。
　『現在17名が正会員として活動しており、ランチミーティング、定例会、マー
ケティングセミナーを軸に、経営者や事業家が集い活動しています。起業家
同士の情報交換から事業継続に必要な学びの提供に努め、起業家が励ま

しあえる活動を行っております。』
　現在、会長を務める高井秀さんは、「旭川で起業するＳＯＨＯの仲間が一
人で悪戦苦闘するのではなく、仲間と交流する中でそれぞれが得意分野で
発揮している技術や知識、そして情報を共有することで、個々のビジネスの
幅や可能性が広がります。情報という面では、旭川だけではなく全国のＳＯＨ
Ｏと連携することで、さまざまなビジネスチャンスが生まれます。これからさらに
可能性を広げるためにも、私たちは新たに創業する方を応援します。開業前
でも会員になれますし、起業したいと相談があれば支援機関と連携してサ
ポートします」と語り、新規創業の相談や支援にも積極的に取り組んでいます。
　いろいろな分野の会員が集まれば、やれることもどんどん広がります。たとえ
ば、地域の活性化など、会員の知恵と力を合わせれば斬新なアイデアが生
まれ、ＳＯＨＯ発の街づくりプロジェクトが実現するかもしれません。

■ 実施機関　独立行政法人中小企業基盤整備機構北海道本部
■ 相　談　日　月～金曜日
　　　　　　 13：00～17：00
■ 会　　場　中小企業大学校旭川校（旭川市緑が丘東3条2丁目
　　　　　　　2-1）
■ アドバイザー　中小企業診断士
■ 問い合わせ　TEL011－210－7471　
　 （予約）　  http://www.smrj.go.jp/hokkaido/

　中小機構北海道本部では2010年10月14日から、旭川に
創業･新規事業開拓･資金繰り･販路開拓･公的助成金など、
さまざまな経営課題について相談できる相談窓口を開設
しました。中小企業支援の経験豊富なアドバイザーが相
談に応じ、情報提供を行っています。（原則･予約制）

　北海道で新たに事業をおこす個人やＮＰＯなどの創業の相談窓口
として、幅広く対応しています。

　創業を目指す方、創業間もない方のあらゆるご相談に応じている
ほか、これから創業を予定されている方を対象に、開業に必要な財
務・会計等の基本的な知識やビジネスプランの作成を学べる「創業
塾」を開催しています。

旭川商工会議所産業支援部経営支援課

旭川市常盤通1丁目　道北経済センター3階　
TEL0166－22－8414（直通）

鷹栖町産業振興課商工観光係
鷹栖町南1条3丁目5番1号　TEL0166－87－2111

留萌市地域振興部経済港湾課
留萌市幸町1丁目11番地　TEL0164－42－1840

東神楽町産業振興課
東神楽町南1条西1丁目3番2号　TEL0166－83－2114

富良野市経済部商工観光課
富良野市本町2番27号 コンシェルジュフラノ2階
TEL0167－39－2312

名寄市経済部産業振興室産業振興課
名寄市大通南1丁目1番地
TEL01654－3－2111

士別市経済部商工労働観光課
士別市東6条4丁目1番地　TEL0165－23－3121

稚内市建設産業部水産商工課
稚内市中央3丁目13番15号　TEL0162－23－6467

　各自治体の創業相談窓口では新規創業を予定している方や新規事
業分野の開拓を目指す方へのアドバイスや支援、融資制度等の金融
支援を実施しているほか、該当者には申請により創業支援等事業計
画に基づく特定創業支援を受けたことの証明書を発行します。

東川町産業振興課商工観光振興室
東川町東町1丁目16番1号
TEL0166－82－2111（内線132）

北海道創業サポート相談室
（北海道上川総合振興局産業振興部商工労働観光課内）

旭川市永山6条19丁目　
TEL0166－46－5940

　道北地域（上川、留萌、宗谷）の産業の高度化、中小企業の支援
を行う中核的支援機関。ものづくり、人材育成等を支援し、新規創
業、新分野進出や新製品・新技術開発に関する相談に応じています。
　創業に関して、プラザでは、旭川市経済部産業振興課をはじめ旭
川市工芸センター、旭川市工業技術センター、旭川食品産業支援セ
ンターなど各機関と連携し、幅広く情報提供をしながら、インキュ
ベーション・マネジャーが事業の可能性や各種申請などをアドバイ
スしています。
　また、プラザは、旭川リサーチセンター内に道北地区唯一のイン
キュベートルームと創業者向けのシェアオフィスを有するとともに、
あさひかわBizCafeを主催するなど総合的な創業支援を行っています。

一般財団法人旭川産業創造プラザ・
旭川市経済部産業振興課
（産業競争力強化法の創業支援等事業計画に基づく創業相談窓口）
旭川市緑が丘東1条3丁目1－6　旭川リサーチセンター
TEL0166－68－2820(旭川産業創造プラザ)

　創業・開業に関するさまざまな相談や、事業化の支援の相談にも
対応しています。

公益財団法人北海道中小企業総合支援センター道北
支部

旭川市緑が丘東1条3丁目1－6　旭川リサーチセンター内　
TEL0166－68－2750

鷹栖町商工会
鷹栖町南1条1丁目1番26号　プラザ・クロス10内
TEL0166－87－2210
　創業を思いついた日から実際に創業するまでの間に、どれくらい
準備や検討をしたかが創業後の経営を左右すると言われています。
創業や新規事業をお考えのみなさまからのご相談をお受けしていま
す。

●道北地域の創業支援・相談機関

個人事業主が連携、起業をサポート  旭川SOHO協議会

中小機構が旭川に「窓口相談」設置
　　経験豊富な専門家へ、気軽に何回でも無料相談！

新規創業の支援・相談機関

　創業や経営に関する融資制度等の金融支援を実施しているほか、
金融相談員（金融関係ＯＢ）を配置して、創業を考えている方への
相談などに対応しています。また、相談内容によっては、適切なア
ドバイスが得られる専門機関を紹介しています。

旭川市経済部経済総務課金融支援係
旭川市6条通10丁目　旭川市第三庁舎
TEL0166－25－7042(直通)
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　独立を決意し、創業するまでには、念入りな準備が
必要です。資金の調達、事業計画書や手続き書類の作
成だけではなく、経営者になる心構えをしっかりと確
認することが独立への大切な一歩です。より強固な決
意で、確かな準備を整えることが成功への近道です。
まずはあなたの決意と準備をチェックして、あせらず、
急がず、じっくりと新規創業に取り組みましょう。

　健康は成功の絶対条件です。過信は禁物です。健康
を過信する経営者は、忙しさに追われて健康管理をお
ろそかにしがちです。突然、病魔に襲われ、入院を余
儀なくされれば、経営は立ち行かなくなり、家族や従
業員が路頭に迷うことになりかねません。決して自分
一人の体ではないのです。

　動機は経営姿勢に表れます。あいまいでは途中でく
じけます。

　事業に経験・知識・技能は欠かせません。経験や知
識の不足は、未熟な判断を招きかねません。

（　）事業の運営に必要な経験や知識、技能を備えて

　　　いる

（　）経験年数は短くても、スキルアップや人脈など

　　　備えは万全だ

（　）定期健診を受けている

（　）健康管理を心掛けている

（　）体力の維持増強に努めている

（　）気分転換を図る方法がある

（　）動機は明確だ

（　）目標を持っている

（　）経営理念を持っている

第１章  創業前のチェックポイント
◆ 新規創業の基礎知識 ◆　

□心構えをチェック

1．健康は？

2．動機は？

3．経験は？

1 心 構 え と 準 備 を チ ェ ッ ク

（一財）旭川産業創造プラザ　 

J－NET21

中小企業庁　経営サポート「創業・ベンチャー支援」

http://j-net21.smrj.go.jp/index.html

(公財)北海道中小企業総合支援センター

北海道経済産業局　創業・ベンチャー支援

北海道経済産業局、北海道労働局、北海道「創業・ベ
ンチャー支援、雇用・人材支援総合ガイドブック」

http://www.arc-net.or.jp/

●インターネットによる支援・相談

　創業を考えている方や、ベンチャー企業の円滑な事業活
動を情報提供等でサポートする中小企業庁のサイトです。

　（一財）旭川産業創造プラザが運営するサイトで、人材
育成・交流促進事業、調査・研究開発支援に関する情報を
提供するほか、創業・経営に関するWeb相談も受け付けて
います。

　（独）中小企業基盤整備機構が運営するポータルサイト
で、起業や資金調達に関する公的機関の支援情報、経営に
関するQ&Aなど、経営を全面的にサポートしています。

　新産業・新事業創出を促進するため、スタートアップや
ベンチャー企業等を支援しています。

　北海道経済産業局、北海道労働局、北海道の３機関等の
各種支援制度をまとめて紹介するガイドブックです。

　創業のための研修・セミナー、支援補助事業の案内など、
サポート情報を発信。メール相談にも対応しています。

http://www.pref.hokkaido.lg.jp/kz/kks/guide.htm

http://www.hkd.meti.go.jp/hokid/support_station/index.htm

http://www.hsc.or.jp

http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/chiiki/index.html

　旭川市を中心とした道北地域（上川・留萌・宗谷）
において、NPO法人やコミュニティービジネス・ソー
シャルビジネスなどで起業したい個人、団体にアドバ
イスや助成金情報などの支援を行っています。

特定非営利活動法人旭川NPOサポートセンター
旭川市7条通13丁目60-8 ウォーム713 102号室
TEL0166－74－4180

　北海道地域における中小企業の創業、新事業展開、各
種経営課題の解決、産業用地の分譲などを通して、地域
活性化を目的とした幅広い支援サービスを提供し、メー
ル相談も受け付けています。

独立行政法人中小企業基盤整備機構北海道本部
札幌市中央区北2条西1丁目1－7　ORE札幌ビル6階　
TEL011－210－7470

　日本政策金融公庫の創業支援メニューの案内をはじめ、
創業を目指す人のためにビジネスプランの作成段階から
相談に応じています。

北海道ビジネスサポートプラザ
札幌市中央区北1条西2丁目　日本政策金融公庫
TEL011－231－9260

●そのほか道内の創業支援・相談機関
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（　）事業についてこまめに相談している

（　）事業を理解し、物心両面で協力を得られる

（　）事業面で信頼のおけるパートナーがいる

（　）事業を側面から支えてくれるパートナーがいる

　経営に困難はつきものです。情熱がなければささい
な困難でも乗り越えられません。

　時として経営者は孤独なものです。頼りになるビジ
ネスパートナーの存在と助言が、確かなジャッジを可
能にします。

　家族の理解と協力があって成功への道が開けます。
独断専行は困難に直面したとき家族を不安にします。
そんなときこそ、身近な存在の支えが必要です。

（　）計画を実行し成功させる情熱と自信がある

（　）自信には、事業における経験と技能、マーケッ

　　　トや社会情勢に関する分析力、経営者としての

　　　判断力など、確固たる裏づけがある

（　）今後の展開でアクシデントがあったとき、混乱

　　　を抑え、いち早く対応策を講じる危機管理能力

　　　を備えている

（　）経営者の責任をしっかりと自覚している （　）事業の内容をはっきり決めている

（　）事業の成長度や将来性について考えている

（　）創業計画書を作成している

（　）創業に必要な情報を収集し、項目ごとに整理し

　　　ている

（　）資金計画を立てている

（　）事業計画書を作成している

（　）創業までのタイムスケジュールを立てている

4．情熱は？

5．家族の理解は？

6．協力者は？

□事業の内容は決まっていますか？

□事業の計画は万全ですか？

　新規創業の失敗として、よく「売上が少ない」「利
益を上げられない」「資金が不足」が原因として
挙げられます。
　では、失敗しない創業のためにはどのような心
構えが必要なのでしょうか。その条件について考
えてみましょう。

■「売上を伸ばす」編

　条件１　自分の創業の意義を明確にする

　創業の際には、これから取り組む商品やサービ
スにこだわる人が多いものです。しかし、それ以
上に大切なことは自分が創業で挑戦する意義を明
確にすることです。
　その意義とは、自分の商品やサービスを通し
て、いかにお客様の豊かな生活に貢献していくか
という志を強く持つことです。この志が、あなた
のお客様の共感と感動を呼び起こし、集客力となっ
て売上を伸ばすことになるのです。

　条件２　顧客発想、市場優先の発想に立つ

　「売上が少ない」とは、あなたのお客様の支持
が少ないことです。
　では、お客様はあなたのどのような商品やサー
ビスに魅力を感じるのでしょうか。
　それは、お客様が現在感じている生活上の不満
や不便、さらには不足している「不」の部を解消
できる商品やサービスにあります。また、現在以
上に快適、快活に生活できる「快」の部分を追
及したものでもあります。
　あなたの商品やサービスはそのような魅力的な
発想に立ったものでしょうか。

■「利益を生み出す」編

　条件３「儲かる仕組み」としての知恵を持つ

　「儲かる仕組み」は二通りあります。
　その一つは上記した「売上を伸ばす」ことにあ
りますが、もう一つはどのようにして材料や商品
を安く仕入れることができるかという知恵にありま
す。
　昔から「利は元にあり」という商人訓がありま

すが、利益は仕入れの知恵を活かすことから、売
上を上げる以前に決まってしまうという意味です。
　したがって、そのような仕入先を開拓できる日々
の努力が利益確保の決め手となってくるのです。

　条件４　経費を適正に統制する

　「入りを計って、出るを制す」の原則のように、
経費の支出を適切にコントロールできることが利
益を生み出すためには不可欠な条件となります。
　この適切な経費を統制していく判断基準として
は、「生き金」か「死に金」かの考え方があります。
　「生き金」とは、支出した経費が明日からの売
上や利益に役立つものであり、「死に金」とは何
の貢献もなくその場で消費されてしまう経費を指
します。
　創業者は、この違いを心得て常に費用対効果
を考えた経費の統制を実践すべきでしょう。

■「資金不足に陥らない」編

　条件５　自己資金を多く投資すること　
　　
　企業の存立が困難になるのは唯一｢資金不足｣
に陥ることです。ですから、いかなる時も資金が
不足しない経営が求められるのです。特に初めて
資金を投下する創業者は、自己資金をできるだけ
多く準備しておくことが望まれます。なぜなら、
創業当初では、どうしても収入よりも支出が上回
り資金不足になりがちですので、自己資金がその
状況を補填することで、企業の存続を図ることが
できるからです。

　条件６　設備投資はできる限り軽装備で出発

　新規創業者はどうしても事業意欲に燃えている
ため設備投資の投下資金が多額となり易いもので
す。しかし、設備は一度投資すると途中で支出を
減らすことができないものなのです。
　もし、創業当初の計画がスタート後に軌道に乗
らなかった場合は、特に借入金に依存した設備投
資は資金不足になる危険性が非常に高くなりま
す。
　創業の際の設備投資は「小さく産んで、大きく
育てろ」を心がけて慎重に取り組むべきでしょう。
　　　　　　　（中小企業診断士　石丸信義）
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　個人事業でスタートするか、会社を設立するか、起
業するにあたって事業形態をどうするのかは創業者の
自由です。中には「個人事業者との取引はしない」と
いう企業もあり、会社設立を求められるケースもあり
ますが、基本的に制約はありません。
　個人か法人かは、創業する業種の業界内の取引事情
や事業規模などを考慮し、じっくり検討しましょう。
　個人と法人では、設立方法や納税などで違いがある
ほか、運営コストや給与面でも違いがあります。個人
事業から始めて途中から法人化する方法もあります。
どちらの形態がスタートに適しているのか、場合によ
っては専門家にアドバイスを求めることも必要です。

　個人事業の場合、手続きが簡単で費用をあまりかけ
ずに事業を開始できるということがメリットのひとつ
に挙げられます。実際に新規創業者の大半は個人事業
からスタートしているように、事業が少人数で運営可
能な範囲のビジネスを行う場合は、法人でなければ事
業に参画できないなどの制約がない限り、個人事業で

スタートするのが堅実といえます。
　法人化を考えるのは事業の基礎を固め、売り上げが
伸びて社員を雇用するようになるといった、事業規模
の拡大が必要になってからでも遅くはありません。あ
えて法人にしなくても個人事業で堅実な経営をしてい
くことは十分可能です。
　以下に個人事業開始に必要な手続きをまとめます。
1.屋号を決める
　個人事業でも屋号を使うことができ、銀行口座、名
刺、看板、記載住所、領収書や契約書についても、屋
号での表記が可能で途中で変えることもできます。事
業内容のイメージができて、印象に残り覚えてもらい
やすい屋号をつけることをお勧めします。
2.税務署への届け出
　開業にあたって必要となる届出書や申請書は、主に
次の4つです。自分の事業にどれが必要なのか、税務
署窓口や税理士などの専門家に相談するとよいでしょう。

事業を始める場合に必要な届け出
　「個人事業の開廃業等届出書」
青色申告を希望する場合に必要な届け出
　「所得税の青色申告承認申請書」

従業員を雇用する場合に必要な届け出
　「給与支払事務所等の開設・移転・廃止届出書」
家族に給与を支払う場合に必要な届け出
　「青色事業専従者給与に関する届出書」
3.各種届出
　従業員を雇用する場合には、労働基準監督署、ハロー
ワーク、日本年金機構への届出が必要になります。
4.銀行口座の開設
　すでに個人で持っている銀行口座を使ってしまうと、
帳簿上に個人の支出なども含めてすべて記載すること
になってしまいます。事業用の口座をつくり、プライ
ベート用の通帳と別に管理すると、事業の中身が見え、
確定申告の際に手間が省けます。

　実際に設立するのはどの形態がよいのか。各法人の
特徴、違いなどを理解して慎重に選択する必要があり
ます。以下に主な法人形態を記載していますので参考
にして下さい。

　出資者が資金を出資するだけでなく、業務の執行も
行います（所有と経営の一致）。お互いの信頼関係を
ベースに日常的に会合できる少人数の者が出資して共
同で事業を営む小規模な事業に向いているといえます。
　LLC（Limited　Liability　Company）とも言われ
ています。同様の形態を持つ組織に合名会社・合資会
社がありますが、出資者（社員といいます）が無限責
任であるのに対し、合同会社は有限責任です。社員の
同意により出資割合に拘束されない自由な配分で利益
の配当を決定することができます。

　投資家（株主）がお金を出し、株主から選任された
取締役が事業を行い、利益を株主に配当する企業形態
です（所有と経営の分離）。利益配当は、出資割合に

応じて配分されます。経営上の意思決定及び業務の責
任を負うのが取締役です。

新規創業の基礎知識

2 事 業 形 態 を 決 め る

個人事業の概要と手続き 法人の種類
◆合同会社(LLC)

◆株式会社

個人と法人の違い

主な法人の種類とその違い

会　社

出資 経営

報酬配当

選任
株　主 取締役

12 13



　特定の公益的・非営利活動を行うことを目的とする
法人です。広く社会一般の利益のために活動する法人
形態で、17種類の活動分野が法に定められています。
「非営利」とは、団体の構成員に収益を分配せず、主
たる事業活動に充てることを意味し、収益活動を制限
するものではありません。

　このほかに企業組合などの形態もありますが、実際
にどの形態を選択するか決める際には出資者のリスク
の違いと組織運営のしやすさの違いが重要なポイント
といえるでしょう。

　法人を設立しようと決めたら、まず法人の設立登記
や届出が必要になります。手間と時間が掛かるため、
司法書士などの専門家に依頼して手続きを行う人が多
いのが実情です。
　時間に余裕がない人には、やはり専門家へ依頼する
ことをお勧めしますが、資金的に余裕がないなど自分
で手続きをしようと決めた人はまず、各届出機関へ実
際に足を運んで相談しましょう。細かなアドバイスを
してくれます。
　以下に株式会社設立手続きの概略をまとめています
ので参考にしてください。

1.発起人会
　発起人とは会社の出資者のことで、設立後は株主と
なる人のことです。発起人が集まって出資金、事業目
的、設立時取締役、代表取締役、本店所在地、商号、
決算期などを決めます。　　　　　　
2.会社印鑑作成
　会社名、所在地が決まったら会社の印鑑を作ります。
設立手続きの際に必要なのは代表者印とゴム印です。
　※代表者印は大きさ（１ｃｍ～３ｃｍ）も決められ
　　ているので注意して下さい。　　　　　　　　　
3.定款作成
　定款は会社の憲法のようなものです。法務局の相談
窓口に行くと各々の内容に合った定款の見本を使って
分かりやすく指導してくれます。
4.定款認証
　公証人役場で定款の認証をしてもらいます。作成し
た定款の案を事前にメールかＦＡＸでチェックしても
らうと認証当日の手続きがスムーズに済むでしょう。
認証には5万円の手数料と4万円の収入印紙が必要です
が、電子定款による手続きの場合、4万円の収入印紙
は不要です。
〔旭川公証人合同役場〕
　旭川市6条通8丁目37－22　ＴＲ6・8ビル5階　
　TEL0166－23－0098・22－5553（FAX兼用）
5.資本金振込み
　発起人の代表口座に出資金の振込みをします。登記
の際には法務局に添付しなければならないので通帳の
コピーが必要です。
6.会社登記
　定款、登記申請書など必要書類を揃えたらいよいよ会
社登記です。この日が会社の設立日で、いわば会社の誕
生日ですので、日取りを気にする人もいるでしょう。　
なお、登記申請には必要書類のほかに登録免許税が必
要です。
　登録免許税→出資金×0.7％（最低15万円）
〔旭川地方法務局〕
　旭川市宮前1条3丁目3－15　旭川合同庁舎内
　TEL0166－38－1111（代表）

　一般に、法人は個人事業と比べて社会的信用度が高い
印象を持たれています。業種によりますが、企業間の取
引で有利になることが多いのも事実です。信用の裏付け
のひとつが経理に関して厳密な処理が求められているこ
とです。個人事業の場合、売り上げから経費と税金を差
し引いた残金はすべて事業主のもので使い方も自由なた
め、生活資金と事業資金を混同しがちですが、法人は決
算書の数字でその実情を把握することができるので社会
的信用度が高いと世間から認められているのです。
　裏を返せば法人の場合、たとえ社長でも会社のお金を
自由に使うことはできないということです。個人で負担
すべきプライベートな費用を会社のお金で支払った場合、
会社の経費にならないのは当然ですが、場合によっては
会社が社長に対して貸し付けをしたことになり、会社に
返済していかなければいけません。それが決算書にいつ
までも残っていると金融機関などから「会社のお金を社
長が使い込んでいる」とみられ、心証が悪くなります。
代表者に与えられているのは経営上の権限と責任です。
お金の面では「会社は設立と同時に自分とは別人格のも
の」であると認識し、個人のサイフと会社のサイフとは
厳格に区別しなければなりません。
　なお、会社法の改正により、1円からの会社設立が可
能になったことなどにより決算書の重要性がますます増
してきています。

　設立登記が完了したら税務署や市役所などに法人の
設立を届け出る必要があります。提出期限が決まって
いる場合もあるので各機関に確認し、すみやかに手続
きをしましょう。

　会社・法人登記担当
　TEL0166－38－1163

　もともと日本には組合（民法上の組合）という制度
が認められていますが、これは無限責任を定めている
ので、仮に組合で多額の損失を出した場合、組合員が
個人財産を処分してでもその責任を負わなければなり
ません。平成17年に組合員の有限責任制をとるこの有
限責任事業組合ができました。LLP（Limited　Liability
　Partnership）ともいいます。業務執行は原則、組合
員全員一致で行います。LLPは組合が獲得した利益に
法人税がかからず出資者が税金を払う構成員課税です。 ■国税に関する届出

　旭川中税務署
　旭川市宮前1条3丁目3－15　旭川合同庁舎内
　TEL0166－90－1451
　旭川東税務署
　旭川市東6条1丁目2－15
　TEL0166－23－6291
■法人市民税に関する届出
　旭川市税務部市民税課
　旭川市6条通9丁目
　TEL0166－26－1111
■法人道民税、事業税に関する届出
　北海道上川総合振興局地域政策部課税課事業税関税係
　旭川市永山6条19丁目　上川合同庁舎内
　TEL0166－46－5926
■労災保険に関する届出
　旭川労働基準監督署
　旭川市宮前1条3丁目3－15　旭川合同庁舎西館6階
　TEL0166－35－5901
■雇用保険に関する届出
　ハローワーク旭川
　旭川市春光町10－58
　TEL0166－51－0176
■社会保険に関する届出
　日本年金機構旭川年金事務所
　旭川市宮下通2丁目1954－2
　TEL0166－26－4484

新規創業の基礎知識

各機関への届出

法人設立手続き

法人の社会的信用度と注意点◆有限責任事業組合（LLP）

◆届出が必要な機関

◆ＮＰＯ法人

※法人格を有しないため、厳密には法人ではない。
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　開業にあたって、どのような設備が必要になるのか考え
ましょう。店舗を借りる必要があるか、必要な機器や備品
は何かなど、業種により設備費用は大きく変わります。必
要な設備のリストを作り、こまごまとしたものでも必要な
ものはすべて書き出します。資金計画に大きく関わるも
のですから本当に必要かどうか何度もチェックする必要
があります。
　また、創業の準備と創業当初の事務所（本社）をどこに
するかは非常に重要です。自宅で仕事ができるのか、事務
所を借りる場合の経費負担は過重ではないか、相談相手
が身近にいるかなど、選択する上で必要なポイントはいく
つかあります。
　創業者向けのオフィスとしては、インキュベートルーム
がお勧めです。一般財団法人旭川産業創造プラザが設置
運営する、旭川リサーチセンター内にあるインキュベート
ルームとシェアオフィス「Hatten Biz」では、経費負担を
軽減しながら、専門の資格を有するインキュベーション・マ
ネージャーが常駐し、創業に関する助言や相談を日常的
に受けることができます。
　創業者同士の交流による事業展開の拡大をはかったり、
旭川リサーチセンターにオフィスを有していることで対外
的な信用力アップにもつながっています。
　また、様々な能力や価値観を持つ人たちとの交流を重
視して仕事を行いたい方には、コワーキングスペースを
活用するのも一つの選択肢です。

■必要な設備項目の一例
　○事務机・椅子
　○電話・ファクシミリ
　○コピー機
　○パソコン・ソフトウェア・周辺機器
　○空調機器
　○棚・什器・ロッカー
　○文具・事務用品・印鑑
　○帳簿・伝票・封筒類
　○車両
　○名刺・案内状・チラシ

　新たに事業を始める際、業種によっては許認可や登録、
届出が必要となります。必要な許認可等の申請、手続きを
怠り業務を開始した場合、無許可営業となり最悪の場合、
営業停止処分を受けることになります。許認可を得るには
一定の時間がかかり、有資格者でなければ開業できない
業種もあります。また、飲食店営業許可など、店舗の構造
が審査の対象となる業種もあり、店舗の設計や改装など
設備に取り掛かる前にしっかりと確認することが大切です。
工事費など資金計画にも関わることなので必要な手続き
など、確認作業は念入りに行いましょう。
　以下に主な許認可等について掲載していますので、参
考にしてください。

新規創業の基礎知識

◆その他の許認可

◆許認可等が必要な事業

◆食品、衛生、医療に関するもの

◆物流・観光に関するもの

◆米穀、酒類、たばこ販売

3 許 認 可 等 の 手 続 き 4 開業時に必要な設備・事務所
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新規創業の基礎知識

公的融資

◆物件選びの主なポイント

◆必要な資金の計算

◆借り入れの際の注意事項

◆見積もりを取る

6 開 業 資 金 の 準 備

■インキュベートルーム ■コワーキングスペースあさひかわ37

■シェアオフィス「HattenBiz」

　組織・企業の枠を越えて様々な能力や価値観を持つ
人たちが集い、コミュニケーションを積極的に取るこ
とで、ノウハウの共有やコラボしながら仕事を行う、
という新しい発想のワークスタイルをお考えの方には
最適な場所です。中心市街地にありアクセスは抜群で
す。施設内共用テーブルを自由にご利用できるフリー
エントリー制です。なお、利用に際し簡単な入会審査
があります。
・所 在 地：旭川市3条通7丁目左6号 第四ヨネザワビル2F
・設備概要：Wi-Fi接続環境、ネットワーク複合プリンタ、
　　　　　  プロジェクター
・営業時間：10：00～22：00　不定休
・利 用 料：一般会員　7,000円/月
　　　　　 ビジター　500円/2時間　1,500円/日
・共益費：なし
・申込み：☎0166-56-9648

　店舗や事務所を構える場合、物件の選び方が事業の
成否を左右する重要なポイントになります。自分や親
族が不動産を所有している場合以外は、店舗や事務所
を借りて開業することになります。特に店舗を借りる
際は立地条件と費用を重視しなければなりません。大
通りに面しているなど条件が恵まれていれば賃料が高
額になり、経営を圧迫することも考えられます。
　店舗を借りるためには敷金、仲介手数料さらに内
装・外装工事など開業資金の大半を使いますので、複
数の物件を下見した上で十分時間をかけて慎重に選ぶ
ようにしましょう。
　不動産物件だけでなく改装工事などにもいえること
ですが、十分な確認をしないまま契約書を交わすのは
危険です。なかには契約を急かせる業者もいますが、
考える時間を与えないような業者には注意しましょう。

■立地条件
　○周囲（商店街）の活気
　○周囲の業種（同業他社はいるか）
　○地域住民の層（年齢、所得など）
　○人通りの多さ　○交通の便の良さ

■家賃
　○売上予想に対して高額すぎないか
　○建物の程度（築年数、広さ）から適当か
　○敷金は高額すぎないか
　○月々の支払（賃料・管理費・共益費などの総額）
　　が予算内か
■物件の条件
　○事業に見合った適当な広さか
　○電気、給排水の設備はどうか
　○内・外装工事は必要か。必要であれば工事可能な
　　物件か
　○駐車場はあるか　○日当たりはどうか

　店舗が決まれば内装・外装工事です。複数の業者から
見積もりを取り、費用と工事内容の比較をすることが大
切です。同時に施工範囲や工事明細をしっかり確認する
ことで、追加工事による予算オーバーを防ぎましょう。
　什器や空調設備などは、店舗によってはすでに備え
付けられていたり、工事の内容に含まれている場合が
あります。重複して購入しないようにもう一度、必要
な設備のリストを確認しましょう。
　必要な設備の精査ができたら業者から見積もりを取
りましょう。これも複数の業者から取るようにし、中
古やレンタル、リースの利用も十分検討しましょう。

　不動産物件や設備、工事の見積もりをもとに必要な
資金を計算します。設備費、内装工事費などで設備資
金は把握できましたが、このほかに開業時の仕入れや
広告費も計算に入れなければなりません。また、当面
の運転資金と生活資金を見積もることも必要です。
　特に掛売りで商売する場合、現金化まで数ヵ月を要
することがあります。不測の事態に備えて、運転資金
と生活資金は最低でも半年分以上の余裕を持っておい
たほうがよいでしょう。

　潤沢な自己資金を元に事業を始めるのが理想ですが、
自己資金で足りない場合には、借り入れをして資金を
調達することになります。親族からの借り入れ、金融
機関からの借り入れが主たる方法ですが、事業によっ
ては助成を受けられるケースもあります。負担を軽減
できるチャンスを逃さないよう、支援機関や金融機関
に足を運び情報を収集しながら取り組みましょう。

　また、潤沢な自己資金があり、借り入れに頼らず事
業をスタートする場合でも、計画通りに成果が上がら
ず、1～2年で資金が不足するケースも考えられます。
事業を継続するためには、借り入れが必要になります。
親族などから借りる場合は別ですが、金融機関から運
転資金の融資を受ける場合は、創業資金の融資と違い、
経営状態、銀行取引における信用が加味され、実績の
ない会社（個人）はその分ハードルが高くなる場合も
あります。
　創業にあたり資金計画を立てる際には、スタート時
は自己資金で間に合う場合であっても、長期的視野に
立ち、厳しい局面があることも想定して、あえて融資
を受けて可能な限り体力を蓄えておくこともひとつの
方法です。金融機関に対する信用実績は、会社にとっ
て大きな財産です。

親、兄弟、友人、親戚から借りる
　身内とはいえきちんと借用書を作成することが大切
です。トラブルを回避する目的のほかに、税金面での
問題があります。借り入れに際して借用書がない場合、
あるいは返済も進んでいない場合は贈与とみなされ贈
与税の課税対象になることがあるので注意が必要です。
金融機関から借りる
　当然のことですが、借り入れ金額が多いほど毎月の
返済額が多くなるので開業後の経営を圧迫しない金額
で融資を受けることが大切です。また、金融機関から
の融資に際しては審査により、融資の可否や融資可能
金額が決定されます。金融機関には銀行などの民間金
融機関と政府系金融機関がありますが、いずれにして
も融資に際して重要視されるのは「事業の将来性」です。

　創業資金を借り入れで調達する際に活用したいのが、
自治体や国（政府系金融機関）で実施している融資制度
です。旭川市や各町の融資制度では、利子や信用保証料
の補助が受けられるものもあります。また、自治体の融
資制度は、民間の金融機関を通じて融資が行われますの
で、金融機関等における金融上の審査が必要となります。
次ページに公的融資のうち創業時に対象になるものを記
載していますので参考にしてください。

　創業準備あるいは創業間もない方、さらには新しい
事業分野の開拓を図る方々のための施設です。入居者
が直面する様々な経営上の課題に対しインキュベーシ
ョン・マネージャーが解決に向けたお手伝いをします。
なお、入居に当たっては審査があります。
・所 在 地：旭川市緑が丘東１条３丁目１番６号
　　　　　　旭川リサーチセンター
・施設概要：地上２階建鉄筋コンクリート造　
　　　　　　13.5㎡～95.88㎡まで13室
・賃　　料：１㎡当たり　月額1,500円(税別）
・共 益 費：１㎡当たり　月額1,000円(税別)
・敷　　金：月額賃料の1か月分
・駐 車 場： 無料
・申 込 み：（一財）旭川産業創造プラザ　
　　　　　　☎0166-68-2820

　創業準備や創業間もない方を対象に、複数の利用者
が同じスペースを共有するオフィスです。創業当初の
経費負担の軽減や他の利用者との交流などを通じて企
業発展するために最適な場です。インキュベーショ
ン・マネージャーが日常の様々な相談に応じるほか、
中小企業診断士など専門家による相談も受けられます。
なお、入居に当たっては審査があります。
・所 在 地：旭川市緑が丘東１条３丁目１番６号
　　　　　　旭川リサーチセンター
・施設概要：フリーブース8席、専用ブース2室、
　　　　　   専用ブースS2室（専用ブースは複数名の利用可）
・設備概要：冷暖房、無線ＬＡＮ、カラープリンター
　　　　　（有料）、鍵付きロッカー（有料）
・利用時間：9:00～21:00、年中無休
　　　　　（年末年始及びその他定める日を除く）
・基本料金：フリーブース　月額7,000円（税別）、
　　　　　　専用ブース　20,000円(税別)
　　　　　　専用ブースS　15,000円(税別)
・敷　　金：月額基本料金1か月分
・住所使用：月額2,500円(税別)（郵便受け利用可）
・駐 車 場：無料
・申 込 み：（ 一財）旭川産業創造プラザ　
　　　　　　☎0166-68-2820

5 理想的な店舗の見つけ方
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　日本政策金融公庫には、ほかにも多様な種類の融資制
度がありますので、同公庫への問い合わせをお勧めしま
す。また、この日本政策金融公庫の新規開業向け融資を

利用した場合、旭川市の「旭川市新規開業支援利子補給
制度」の対象になる場合があるので、旭川市役所に確認し
ましょう。

（1）旭川市の制度
旭川市経済部経済総務課金融支援係　旭川市6条通10丁目　旭川市第三庁舎　TEL0166－25－7042

（7）その他の支援機関の制度
（公財）北海道中小企業総合支援センター道北支部　旭川市緑が丘東1条3丁目1－6　旭川リサーチセンター内　TEL 0166－68－2750

（5）北海道の制度
北海道上川総合振興局産業振興部商工労働観光課　 旭川市永山6条19丁目　TEL0166－46－5940　

（6）国（政府系金融機関）の制度
日本政策金融公庫旭川支店（国民生活事業）旭川市4条通9丁目　朝日生命旭川ビル1階 　TEL0166－23－5241

（2）鷹栖町の制度
鷹栖町産業振興課商工観光係　鷹栖町南1条3丁目5番1号　ＴＥＬ　0166－87－2111
鷹栖町商工会　鷹栖町南1条1丁目1番26号　ＴＥＬ　0166－87－2210

（4）東川町の制度
東川町産業振興課商工観光振興室　東川町東町1丁目16番1号　TEL0166－82－2111　（内線 132）
東川町商工会　東川町東町1丁目1番15号　TEL0166－82－2750

（3）東神楽町の制度
東神楽町産業振興課　東神楽町南1条西1丁目3番2号　TEL0166－83－2114
東神楽町商工会　東神楽町南1条西2丁目10番11号　TEL0166̶83̶2543

（※生活衛生関係事業･･･飲食店、理容業、美容業、旅館業、クリーニング業など）

新規創業の基礎知識
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新規創業の基礎知識

　助成金制度とは事業者の申請に基づき、各制度で定め
る助成対象要件を満たしていると認められた場合に国や
自治体等から一定額の資金援助が受けられる制度です。
融資とは異なり基本的に返済する必要がないため、資金

調達の有効な手段となります。※公的助成金は期間や予
算などの関係で締め切っている場合もありますので、こま
めなチェックが必要です。また、以下に記載してあるもの
は令和元年度の内容となっています。

●旭川市の制度
旭川市経済部経済総務課金融支援係　旭川市6条通10丁目　旭川市第三庁舎　TEL0166－25－7042

旭川市経済部経済交流課　旭川市神楽4条6丁目　道の駅あさひかわ2階　TEL0166－73－9850

公的助成金

道北産業応援ファンド

◆創業時に利用可能な助成金と補助金

道北地域において、地域の資源を有効的に活用しながら事業を営み、地域の経済活性化に資する新規創業および、
新分野・新事業進出を目指す、事業者の方に最大500万円を投資します。（平成30年度投資終了）

ファンド投資受入の効果
①LLPを構成する組合員全てが株主になるため、信用力向上
②自己資本比率向上
③投資実行後の支援として、道北地域の金融機関、産業支援機関、行政などが
　連携する「道北ものづくり応援ネットワーク」全体が投資先企業を育成支援

事業主体　有限責任事業組合（LLP） 道北産業応援ファンド
組合員 旭川信用金庫、稚内信用金庫、留萌信用金庫、北星信用金庫、一般財団法人旭川産業創造プラザ

◆投資の終了
ファンド期限で、株式を市場で公開していれば市場時価で
第三者へ売却することとし、そうでなければ引受株式を発
行会社が買い戻すこと（売買代金については代表取締役
が連帯保証）でファンド投資を終了する。

◆問い合わせ先
（一財）旭川産業創造プラザ
TEL0166－68－2820

道北産業応援ファンド フロー図
●投資対象企業
道北（上川、宗谷、留萌）管内において次の取組を行う企業　※起業の場合、法人成りが前提条件。
⑴起業・創業　⑵新分野・新事業展開　⑶伝統産業・基幹産業関係

旭川市

LLP道北産業応援ファンド

出資総額 7,500 万円投資ガイドライン

⑴対象

⑵投資上限額　500万円

道北地域に本店、事業所、研究所又は工場を置く、
中小企業基本法の要件を満たす株式会社・特例有限
会社の株式の持ち分の取得・保有投資決定アドバイザリーボード

事業者

◆対象事業者

◆投資期間

◆ファンド存続期間

中小企業基本法第2条の要件を満たす中小企業者であ
る株式会社または特例有限責任会社であって道北地域に
おいて、地域の資源を有効的に活用しながら事業を営み、
地域の経済活性化に資するものを対象とする。

⑴取得株式の種類 
原則として普通株とし、金融機関の議決権保有制限に抵
触するおそれが有るなどの場合は種類株（普通株への転
換条件付無議決権株式、残余財産優先配当権付無議決
権株式など）とする。
⑵取得株式の上限
500万円を限度とし、かつ議決権付発行済株式の50％
未満とする。

10年間

平成38年7月末まで。

◆ファンド投資決定までの手順（所要1～2か月）
⑴投資申込書類一式提出（企業→LLP構成組合員）
⑵信用照会等（LLP構成組合員→総務担当組合員）
⑶申込者プレゼンテーション
⑷アドバイザリーボードによる審査
⑸投資検討委員会において投資適否決定
⑹投資契約締結・投資実行

◆株価の算定

◆財務状況の共有

⑴取得（発行）価格
原則1株当たり時価純資産をベースに収益実績、見込み
等を加味して算出する。
⑵買戻価格
ファンド取得価格または買戻時点の時価純資産の大きい
方をベースに協議して決定する。

投資は各組合員が出資割合に応じて実施することになる
ので、LLPの全組合員が投資先の財務状況を共有する。◆投資方法

フ
ァ
ン
ド
の
し
く
み

出資金

出損金

出資金 出資金 出資金 出資金
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　上記のほかにも助成金にはさまざまな種類の制度があります。（公
財）北海道中小企業支援センターが発行している「支援制度ガイドブ
ック」に詳しい内容が記載されているので参考にしてください。また、
助成金制度は支給要件が複雑で、文章を読んでも理解しにくいため、
各助成金の窓口に直接行って具体的に相談するか、社会保険労務士
など専門家へ依頼をするのも有効な方法です。

※「支援制度ガイドブック」の問い合わせは、
（公財）北海道中小企業総合支援センター道北支部
旭川市緑が丘東1条3丁目1番6号 旭川リサーチセンター内
TEL0166－68－2750
http://www.hsc.or.jp/download/

●ハローワークの制度（雇用に関するもの）
ハローワーク旭川　旭川市春光町10－58　TEL0166－51－0176

●（公財）北海道中小企業総合支援センターの制度
同センター道北支部　旭川市緑が丘東1条3丁目1－6　旭川リサーチセンター内　TEL 0166－68－2750

●その他（人材育成に関するもの）
北海道労働局職業安定部職業対策課分室　札幌市北区北8条西2丁目1-1　雇用助成金さっぽろセンター6階　
　　　　　　　　　　　　　キャリアアップ助成金（TEL011－788－9071）、人材開発支援助成金（TEL011－788－9070）

新規創業の基礎知識

　旭川市及び周辺市町村では企業立地の推進に関する条例を制定し、固定資産税の減額・免除のほか、土地取得費、
工場緑化費、操業前研修費、環境配慮型施設整備費、環境保全施設整備費、工場等改修費、操業費用などに対する各
種支援措置を用意しています。
　内容は各市町によって異なりますので詳細は各市町担当課へお問い合せください。

※問い合わせ先

●鷹栖町の制度 
鷹栖町産業振興課商工観光係　鷹栖町南1条3丁目5番1号　ＴＥＬ0166－87－2111
鷹栖町商工会　鷹栖町南１条１丁目１番26号　ＴＥＬ0166－87－2210
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　事業計画書は、これから始めようとしている独立・
起業の設計図です。
　融資を申し込む際や仕入先に取引を申し込む際にも
提出が求められます。第三者に事業を理解してもらう
ための書類でもあるので、その作成は創業の行方を左
右する重要な作業といえます。
　ラーメン店Ａさんのケースを例に、事業計画書を作
成してみました。法人の場合と個人事業の場合では経
費の計上方法が異なりますが、ここでは個人事業の例
を挙げています。

必要売上高の計算ができたら、どのようにしてこの売
上高を達成していくのかを考えていきます。売上高は、
客数×客単価ですから、次のように1日の最低の売上
目標金額（採算ライン）が決まります。
1ヵ月の必要売上高…127万円
客単価…600円（ラーメン１杯の値段）
1ヵ月の客数…127万円÷600円＝2,117人（杯）
１日あたり…
2,117杯÷1ヵ月の営業日数25日＝85人（杯）
　1日あたり85人（杯）という数字が採算ラインとな
ります。マーケットやライバル店の集客数などいろい
ろな要素を加味して、来客予測を行い、設備投資の額、
借り入れの額、客単価の設定、人件費や固定費の削減、
材料調達単価など、すべての面を怠りなく何度も検討
をしましょう。
　では、Aさんの事業計画書を作成してみましょう。
　（参考）本来は上記の計算に減価償却費を計上する
ことで、より正確な計算ができます。減価償却費とは、
１個10万円以上の固定資産（建物・内装・設備・備
品・車両など）については使用が長期にわたるものとし

　人件費と毎月固定的にかかる費用がどのくらいある
のか見積もります。固定費とは売上高の増減に関係な
くかかる費用のことです。例えば家賃、水道光熱費、
電話代、リース料、支払利息などです。　　　　　　
　■Ａさんの場合
人件費：パート2人　15万円
固定費：家賃10万円、水道光熱費8万円、電話代1万
円、リース料3万円、支払利息1万円、広告宣伝費2万
円、その他経費10万円̶̶計35万円
※計画は万単位で計算するため、支払利息については切り上げています。

　ここまでで求めた見積額を次の計算式に当てはめる
ことで、必要な売上高を計算することができます。
　　　　　　　必要利益（手順１）＋固定費（手順３）
　　　　　　　　　　　粗利益率（手順２）
　Aさんのラーメン店はどうなるでしょう。
必要利益39万円＋人件費15万円＋固定費35万円　
　　　　　　　　粗利益率70%
　　＝必要売上高　約127万円　　

　売上原価というのは、売上高の増減に合わせて変動す
る費用のことで、仕入や材料費・外注費などが代表的なも
のです。売上高から売上原価を差し引いたものを粗利益と
いい、売上高に対する粗利益の割合を粗利益率といいます。
　例えば、１杯600円のラーメンで材料費（売上原
価）が180円かかる場合の粗利益は　
600円－180円＝420円
粗利益率は
420円÷600円＝70%
となります。

　Ａさんの生活費は毎月30万円。借入金の返済額は
毎月5万円。Ａさんの必要利益は次のようになります。
（個人事業を前提としています）
生活費30万円＋借入金返済額5万円＋税金4万円
＝必要利益39万円
　必要利益は、税金4万円を考慮しなくてはならない
ことに注意しましょう。税金は、所得が多くなればな
るほど税率も高くなっていきます。所得税住民税の最
高税率は50％にもなります。
 　仮に税金（所得税・住民税）の税率を10％としま
すと、Ａさんの必要利益は次のように計算します。
　　　　　　生活費30万円＋借入金返済額5万円
　　　　　　　　　　　（１－税率0.1）
　　  　  ＝38.88…万円→39万円
　上記の例では、毎月39万円の利益を上げて、借り
入れの返済金と生活費が確保できます。しかし、この
利益は借入金の返済と生活費で消えてしまいますから、
余裕資金を貯めるためには、これ以上の利益を上げて
いかなくてはなりません。

●月平均
●毎年売上高が前年比10％増で推移すると予想

必要売上高＝

必要利益＝

※2年後、3年後については、それぞれ税率が上がる想定で計算しています。

新規創業の基礎知識

事業計画書の例

手順1)最低限必要な利益を計算する

◆事業計画書（個人事業の場合）

手順2）売上原価と粗利益率を見積もる

手順3）人件費と固定費を見積もる

手順4）必要売上高を計算する

手順5）採算ラインを決める

　事業計画を立てる場合には、まず最終の利益から考
えていきます。最低でも自分の生活費と、金融機関か
らの借入金返済額（注）を事業の最終利益から捻出しな
くてはならないからです。
　（注）融資を受けて事業をスタートする場合、収支計
画を立てる前に、毎月の返済額と利息を算出してみる
必要があります。
　借り入れした金額が多ければ多いほど毎月の返済額
は多くなります。このとき、利息は経費となって税金を
節約できますが、元金の返済部分は経費となりませんの
で、税金まで考えると大変な負担になる場合があります。
　参考までに、開業資金を利率2％（年）、返済期間
5年で借り入れしたとすると、借入金額に応じた毎月
の返済額は次のようになります。

　具体例で、考えてみましょう。
　ラーメン店を開業したいと思っているAさん。旭川
市内に店舗を見つけました。
　開業時に、内外装・厨房機器・運転資金など500万
円が必要で、自己資金は200万円、その他は金融機関
から300万円の借り入れをすることになりました。A
さんは専業主婦の奥さまと子供が二人、
月の生活費は30万円とします。
借入300万円̶̶
返済期間5年（年利2％）、
毎月の元金返済額5万円
（利息は5千円）

事業計画の考え方
◆最終の利益から考える

◆ラーメン店Ａさんの場合

7 事 業 計 画 の 立 て 方
て、支出したその年度に一度に費用計上するのではなく、
価値の減少した分を毎年少しずつ費用にすることです。
上記の計算では省きましたが、多額の設備投資をする際
には減価償却費の影響が大きいため、計算に含めた方が
良いでしょう。
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令和 元

　事業を始めるにあたって、心構えや動機、事業の内
容や形態、必要な設備や資金、事業の計画が固まった
ら、創業計画書を作成してみましょう。支援機関や金
融機関に相談する場合、創業計画書があるとスムーズ
に話が進みます。
　下記の例は、事業計画の立て方の章で登場したラー
メン店を創業するＡさんの計画をまとめたものです。
自身の計画を当てはめて記入してみましょう。

　ここでは日本政策金融公庫の記入用紙を使用してい
ますが、同公庫で用意しているほか、同公庫のホーム
ページ※からも簡単にプリントアウトできます。
　融資を受けるか否かに関わらず、創業計画書を作成
することはとても有効な準備作業です。これから始め
ようとしている事業の輪郭がはっきりと見えてくるで
しょう。
※http://www.k.jfc.go.jp/

創業のきっかけ、経歴、技
術、事業の特徴などのポイ
ントを記入してください。

販売・仕入条件について確
認しておく必要があります。

借入金の返済元金はここか
ら支払われることになりま
す。

個人営業の場合、事業主分
の人件費はここに含まれま
す。

設備資金については、見積書な
どを添付しましょう。

改装費はこの欄に含めます。

返済方法など借り入れ条件
について検討しておく必要
があります。

金額は一致します。

必要売上高の算出方法は
27ページを参考にしてく
ださい。

売上原価については、経験
や業界平均などをもとに算
出しましょう。

人件費は、従業員の人数が
わかるようにします。

支払利息（月間）は「借入
金×年利率÷12ヵ月」で
計算します。

その他の経費は、具体的に
算出しましょう。

販売先・仕入先・外注先との
結びつきなどがあれば記入し
ましょう。

金融機関に融資の相談をする
場合には、契約書・注文書な
どがあれば添付しましょう。

新規創業の基礎知識　

（記入例）

演習 創業計画書を書いてみよう！
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新規創業の基礎知識

　「技術や経験を生かして創業したいが、何から始め
ればよいのか分からない」といった場合や、「公的融
資を受けたいがどうすればよいのか」など、創業を基
礎から学びたい方にとっては、公的機関や民間が開催
している創業セミナーや創業塾は格好の機会といえま
す。
　心得、計画、準備、進め方、各種手続きなど、創業
に向けたカリキュラムに沿って、専門の講師の指導の
下で基礎から学ぶことで、漠然としていた創業願望が
徐々に形として描けるようになるはずです。
　特に創業を決意した方にとっては、動機や意欲、現
状と課題、事業計画などを再確認しながら、実現に向
けて着実に準備を進める一助となるはずです。
　創業セミナー・創業塾は同じ志を持つ人が集まる貴
重な機会です。講師や他の受講者と積極的にコミュニ
ケーションを図ることをお勧めします。人的ネットワ
ークを築くことは、創業に向けて励みになり、創業後
の経営においても、さまざまな場面で頼りになる協力
者を得ることにつながるでしょう。
　また、具体的な事業計画がある方は、ビジネスプラ
ンコンテストに応募することをお勧めします。自らの
事業計画を発表することで、創業への決意表明になる
ばかりでなく、専門家である審査員から具体的なアド
バイスを受けたり、事業への投資や顧客の紹介など応
援してくれる人が現れるかもしれません。

■あさひかわＢｉｚＣａｆｅ
　心構え、資金計画、マーケティング、ＩＴ活用など
創業に関する知識やノウハウを気軽に学べます。先輩
起業家の体験談や交流会も開催しています。
・開 　 催：毎月1回（年12回）
　　　　　　平日18：30～20：30
・料　　金：有料（500円/回、交流会1,000円/回）
・実施機関：（一財）旭川産業創造プラザ
　　　　　　☎0166-73-9210
・メ ー ル：bizcafe@arc-net.or.jp

■どうほくＢｉｚＣａｆｅ
　あさひかわBizCafeを道北地域に拡大して開催します。
・開 　 催：年各2回程度（稚内、留萌、富良野、名寄・士別）
・料　　金：有料（地域により異なります）
・実施機関：（一財）旭川産業創造プラザ
　　　　　　☎0166-73-9210
・メ ー ル：arc-net@arc-net.or.jp

■創業塾・創業スクール
　開業準備の基礎知識、資金計画立案、事業計画作成、
個別相談、体験談など創業に役立つ知識や最新情報を
学ぶ講座を短期集中で実施します。
〈旭川商工会議所 創業塾〉
・開 　 催：1月の土・日曜日4日間
・料 金 等：有料（5,000円（税込）/名）
・実施機関：旭川商工会議所産業支援部経営支援課
　　　　　　☎0166-22-8414
〈あさひかわ商工会 創業塾〉
・開 　 催：8月～10月の日曜日5日間
・料 金 等：有料（5,000円（税込）/名）
・実施機関：あさひかわ商工会
　　　　　　☎0166-48-1651
〈あさひかわ商工会 創業スクール(平日ナイトスクール)〉
・開 　 催：10月～11月
・料 金 等：有料（5,000円（税込）/名）
・実施機関：あさひかわ商工会
　　　　　　☎0166-48-1651

 　　　　　　（注）開催時期、料金等は、令和元年度の予定

■道北ビジネスプランコンテスト
　道北地域での創業を計画するビジネスプランについ
て独自性や実現性などについて審査し表彰します。
・表 　 彰：最優秀賞、優秀賞、来場者賞各1件ほか
・審査方法：1次～書類審査、2次～プレゼンテーション
・実施機関：道北ビジネスプランコンテスト開催協議会
・事業運営・問い合わせ：(一財)旭川産業創造プラザ
　　　　　　　　　　　 ☎0166-73-9210
・メ ー ル：dbpc@arc-net.or.jp

8 創業セミナー・創業塾の活用

　起業ライダーマモルは、LINEで気軽に起業相談がで
きるAI（人工知能）チャットボットです。国の機関で
ある中小企業基盤整備機構が開発したサービスで、
24時間365日、無料で相談することができます。
　起業の相談だけでなく、パーソナル情報を登録する
と、起業アイデアの整理や起業の進捗状況に合わせた
アドバイスメッセージを受け取ることも出来ます。

１．チャット相談
　マモルは、起業のメリットやデメリット、アイデア
の発想、資金調達、事業計画書の作成方法など、起業
の基礎知識を膨大に学習しており、質問に瞬時に回答
することができます。聞きたいことは、文字入力で質
問できるほか、画面に表示される質問メニューをタッ

24時間365日無料で起業相談 起業ライダーマモル

プして質問することもできます。質問内容が思い浮か
ばない方も、気軽に利用可能です。

２．起業アイデアの整理
　起業したい業種や地域などのパーソナル情報を事前
に登録すると、「マイノート機能」が利用できます。
マイノートとは、起業の動機や強みなど7つの項目を
言語化することで、やりたい事業のコンセプトを簡単
にまとめられる機能です。アイデアが無い人も、自身
の棚卸しに利用することができます。
　作成中は、利用者の進捗状況にあわせてアドバイス
メッセージが配信され、コンセプト作成のヒントを得
ることができます。また、入力内容は1枚のシートに
ダウンロードすることができ、完成した方には、さら
にブラシュアップできるよう身近な相談窓口を案内し
ます。

＜運営者＞
中小企業基盤整備機構　創業・ベンチャー支援部
＜WEBサイト＞
https://startup.smrj.go.jp
LINEお友だち登録QRコード →
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第2章  創業後のチェックポイント
◆ 新規創業の基礎知識 ◆　

1 売り上げアップのヒント

マーケティング戦略

ブランディング戦略

広告戦略

◆マーケティングとは

◆「市場分析」のポイント

◆「競合分析」のポイント ◆ブランディングにおける
　　　　　「5つのポイント」

◆「自社分析」のポイント

一番企業になるために
　　　　～3Ｃを分析する～

　マーケティングとは、顧客のニーズを把握し、ニー
ズを満たす商品をつくり、顧客がその商品の存在を知
り、特徴を理解し、手に入る場所に商品が置かれ、入
手できる適切な価格で提供するまでの一連のプロセス
のことをいいます。
　つまり、公正な競争を通じて、市場での優位性を確
保し、商品が売れる仕組みをつくることです。
　顧客のニーズを正確に把握する、あるいは潜在的な
ニーズを掘り起こし、ニーズを満たす商品を提供する
ことが企業の役割ですが、その商品の存在が顧客に認
知されなければ存在していないことと同じです。
　商売で成功するコツは、一番の店、一番の企業にな

ることです。日本一高い山は？と聞かれれば誰もが
「富士山」だと知っていますが、日本で二番目に高い
山を知っている方は非常に少ないでしょう。一番の特
徴や特性は強力な武器になります。ささいなことでも
いいので、これに関しては一番と言える商品を用意す
ることから始めてください。

　「自社が一番になれる市場、あるいは商
品を見つけだし、売上が伸びる仕組みをつ
くること」

　外部環境の市場と競合の分析からKSF（「key 
success factors」当該事業で成功するための要件）
を見つけ出し、自社の戦略に活かす分析をすることを
3Ｃ分析といいます。
　3Ｃとは「市場（customer）」「競合（competitor）」
「自社（company）」のことをいい、それぞれの要素
を正しく分析できるかが、事業が成功するか否かの分
かれ目になります。

　自社の商品やサービスを購入する意思や能力のある
潜在顧客を把握します。具体的には、市場規模（潜在
顧客の数、地域構成など）や市場の成長性、ニーズ、
商品を売買する環境、といった観点で分析します。

　競争状況や競争相手について把握します。特に、競
争相手からいかに市場を奪うか（守るか）という視点
を持ちながら、寡占度（競合の数）、参入障壁、競合

相手の戦略、経営資源や構造上の強みと弱み（営業人
員数、生産能力など）、競合のパフォーマンス（売上
高、市場シェア、利益、顧客数など）に着目します。
競合との比較は、自社の相対的な強みや弱みの抽出に
も役立ちます。

1．言葉で表現する場合には、企業の哲学、想いが端的・
　　単純・誰にでもわかる言葉を選ぶ

2．その言葉を選んだ背景、理由などを説明している
3．その言葉の意味を社員が理解し、好きになって、顧
　　客にそれが伝わった時に顧客はその企業を愛する
4．その結果、顧客との共感が生まれ、自社の商品を顧
　　客は購入する
5．それが口コミで広がり、企業ブランドが作られる
　ブランドの価値は、あくまで顧客が決めるものです。
ブランディングにおいて最も大切な要素は顧客の心を
掴むこと、信頼を損なわないこと、そしてあなたの想
いを伝えることです。

　お客さまと、従業員と、取引先と、地域と、
企業として何を約束しますか？
　経営の『師の師』といわれるドラッカーは、企業の

目的を次のように言っています。

　企業の目的は、それぞれの企業の外にある。
企業は社会の機関であり、その目的は社会に
ある。企業の目的の定義はひとつしかない。
それは、顧客を創造することである。　　
　　　　　　　　　　　　P.Fドラッカー

　自社の経営資源や企業活動について把握します。具
体的には、売上高、市場占有率、収益性、ブランドイ
メージ、技術力、組織スキル、人的資源などを分析し
ます。また、付加価値を生み出す機能にも着目します。

　起業する際に最も大切にしなければならない要素の一
つにブランディングがあります。ブランディングとは、顧客
にとって価値のあるブランドを構築するための活動をい
います。
　ブランドにはさまざまな定義がありますが、本来のブラ
ンディングの定義は非常にシンプルです。

　ブランドとは、「お客さまとの約束である」

　ブランドとは単なる企業、単なる製品ではなく、そこに
付加価値をもたらすものです。付加価値はその企業、商
品の実態に基づいて作られます。したがってブランドを作
ると言うと、身の丈以上のものや何かすごい衣装を身にま
とうようなことをイメージされるかもしれませんが、ブラ
ンディングとは、企業や商品の実情に合ったものでなけれ
ばなりません。
　その企業や商品のリアルな「事実」こそが大切であり、
あくまでもその事実に基づいて作られるのがブランドで
す。
　企業が顧客にとって価値のあるブランドを構築するた
めの活動、それがブランディングです。

　創業にあたって、事業の成功を左右するのが集客力
です。どんなに素敵なお店や優れた商品を扱っても、
お客さまがいなければ事業として成り立ちません。そ
のための集客手段として必要になるのが広告です。当
然、費用がかかることであり、売り上げ計画に基づい
て計画的に行わなければなりません。そのためには、
どのような広告方法が事業に合うのか、検討する必要
があります。
　広告方法として、一般的なのが媒体広告です。媒体
広告にはテレビやラジオのコマーシャル、新聞や雑誌
の広告、最近ではフリーペーパーやインターネットな
ど多岐に渡り、それぞれに特徴があります。何を誰に
訴えるべきかをしっかり検討し、どの媒体を利用する
ことが効果的なのかしっかり見極めることが成功の秘
訣です。
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■新聞・雑誌
　新聞広告、雑誌広告が一般的ですが、最近ではフリー
ペーパーが増え、エリアや対象を意識したリーズナブ
ルな広告戦略が効果を挙げています。
●新聞広告　
　それぞれの新聞によって広告料金は異なり、おおむ
ね発行部数が基準となります。また、全国紙、ブロッ
ク紙、地方紙、業界紙があり、どの媒体への掲載が費
用対効果が望めるか見極める必要性があります。広告
の種類も行広告から段広告と多彩で、掲載場所もラジ
オテレビ欄、ローカル面、題字下、突き出しなど特殊
なスペースがあり、それぞれ料金が異なります。
●雑誌広告　
　雑誌の種類、発行部数、読者層など、比較的対象を
絞りやすいメリットがあります。全国誌、地方誌、ミ
ニコミ誌に分けられ、さらに週刊誌、月刊誌、季刊誌
など発行頻度も異なります。また、総合誌と専門誌に
分かれ、専門誌はビジネス、ファッション、スポーツ、
レジャー、健康、医療、園芸など種類が豊富です。専
門誌は総合誌と比べ、ターゲットを絞れるため、発行
部数以上に効果が望めるケースもあります。
●フリーペーパー広告　
　種類が多く、内容や読者ターゲットはもちろん、部
数や、配布エリア、配布方法もさまざまで、何をＰＲ
するかによって媒体を見極めなければなりません。上
手に利用すれば、予想以上に効果が見込めるケースも
あります。

■インターネット
　作り方次第で非常に高い費用対効果が期待できる媒
体がホームページです。人が集まる一等地の地代が高
いのは常識ですが、インターネット上では工夫次第で
お金をかけずに旭川の一等地を手に入れることができ
ます。インターネット上の一等地とは、検索サイトに
上位表示されることです。首都圏ではすでに同業主間
の熾烈な競争状態にありますが、旭川はまだまだ穏や

かな状態です。検索エンジン対策（ＳＥＯ対策）とレ
イアウト（外見）を工夫するだけで広告費をかけずに
効果が出るホームページにできます。また、無料で利
用できるブログやツイッターなどのSNSを積極的に活
用し、ビジネスチャンスを広げましょう。
　
■折り込み広告（チラシ）
　売り出し、新規開店、各種生徒募集の手段として有
効なのが、折り込みチラシです。折り込みチラシは、
一般新聞、宅配のフリーペーパーなどで扱っています。
新聞の場合、新聞販売店の取り扱いエリアをひとくく
りとして、エリア指定が可能なため、配布範囲を選定
できます。媒体広告と比べて、費用的にもリーズナブ
ルな展開が可能です。折り込み料のほかに制作費（印
刷など）が発生するので、その分をしっかり予算に組
み込みましょう。

■ダイレクトメール
　オープンやイベントの告知に欠かせないのが、ダイ
レクトメール（ＤＭ）です。宣伝のみならず、大切な
顧客管理につながるので、手抜きは禁物です。とくに
顧客の慶弔情報をこまめにチェックしなければ、亡く
なった顧客宛にＤＭを送ってしまったり、一人の顧客
に何通も同じものを送るなど、かえって企業イメージ
を損なうことになります。ＤＭは商品やイベント情報
の告知にとどまらず、企業の理念や姿勢が顧客に敏感
に伝わるツールなので、手を抜かないように気をつけ
ましょう。また、顧客リストの管理など、個人情報の
扱いには十分な注意が必要です。

■看板
　看板には、店舗や工場に付帯する店舗・商品看板と
目立つ場所に設置する宣伝看板があります。前者は直
接的な集客より、むしろ場所の目印としての効果が望
めます。後者は商品や企業を不特定多数の視覚に訴え
かけるのが目的です。最近はリアルタイムで文字情報
を流す電飾看板や動画情報を流すマルチビジョンなど
があり、新たな宣伝媒体として利用されています。

　人材の採用は、創業時のみならず、事業を継続する
上で常に直面する課題です。募集に始まり、採用、教
育、管理と経営者にかかる責任は重く、事業の上でも
人材の良し悪しは、事業の繁栄の重要なポイントの一
つです。そんな大切な従業員をどのように確保し、信
頼関係を築くのかも経営者の手腕にかかっています。
　特に創業時の採用は、時間的な制約や教育システム
の未整備などにより、創業者にかかる負担はより大き
くなります。創業当初は、時間や費用面で大きな投資
はできないので、即戦力を求めるケースが多くなりま
す。当然、人の見極めが重要になります。仕事の内容、
給与や労働時間などの雇用条件、人間関係など、経営
者の人間性や経営理念、事業への意欲などによって、
雇用関係は変わってきます。
　例を挙げるなら、いくら給料が高くても、仕事がき
つく、職場の人間関係が悪ければ、従業員は長続きし
ません。逆に、給料が高くなくても、仕事にやりがい
が持て、人間関係が良好であれば、従業員は長く勤め
られます。会社と従業員の信頼関係が良好であればあ
るほど、事業にとってプラスに働きます。経営者だけ
でなくそこで働く従業員も会社にとっては大切な顔で
あり、力なのです。

　ハローワークへの求人登録、新聞や求人情報誌への
広告掲載、さらに知人への紹介依頼などが、代表的な
募集の方法です。
　従業員を募集する際には、従事する業務の内容、労
働時間、賃金をはじめとする人件費などの予算、人手
が必要な期間が一時的なものか継続的なものかなどを
検討した上で、募集することが大切です。
●正社員
　一般に雇用期間を定めずフルタイムで雇われる従業
員です。定年まで雇われることが多く、将来、役職に
就いて事業の中核を担っていくことなどが期待されま
す。給与体系は月給制＋諸手当＋残業代となるケース
が多いのが特徴です。

　広告以外の宣伝方法として、パブリシティがあり
ます。パブリシティはテレビ、ラジオ、新聞、雑誌
などの媒体に情報として扱ってもらう手法で、広告
以上に効果が期待できるケースも多くあります。無
料で情報として取り上げてもらうフリーパブリシテ
ィと料金を払って情報を取り上げてもらうペイドパ
ブリシティがありますが、魅力はやはりフリーパブ
リシティです。
　たとえば、レストランを経営していて、地元の食
材のみを使った季節限定の特別メニューを売り出す
場合、それを情報としてテレビやラジオの番組、新
聞や雑誌に取り上げてもらいます。もちろん、情報
の中身はメディア任せですが、広告とくらべて、よ
り視聴者、読者の関心を引きやすく、集客につなが
る可能性があります。パブリシティの方法としては、
アピールすべき情報を自分でプレスリリース（広報
資料）にまとめ、ファクシミリ、電子メール、郵便、
持参などによりメディアに届ける方法や、ＰＲ会社
に依頼する方法があります。
　パブリシティの成功のカギは、いかに情報として
の価値が認められるかであり、企業規模や商品の認
知度に関係ないため、取り上げられるチャンスは意
外に多いのです。積極的にこまめに媒体に情報を売
り込むことをお勧めします。会社や店舗の業種や業
態、理念など事業の存在自体がユニーク、季節、行
事、時流など取り扱う商品に話題性があるなど、新
商品や新事業に限らず、情報価値の捕らえ方はさま
ざまなので、会社や店舗、商品やイベントをじっく
り検証してみましょう。

新規創業の基礎知識

◆従業員の募集

◆主な媒体と効果 ◆パブリシティを上手に使う 2 人を採用する
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新規創業の基礎知識

◆労働保険、社会保険への加入

◆究極的に簡単な経理

◆雇用条件と雇用契約

◆就業規則

3 経理について

●契約社員
　民間企業と有期の直接雇用契約を結んだ労働者を指
します。契約社員は正社員と同様、フルタイムでの勤
務を求められます。一般的に給与体系は月給制あるい
は日給制＋諸手当＋残業代となるケースが多いのが特
徴です。
●パート・アルバイト
　パートは継続的に雇用されるものの、１日や１週間
の労働時間が正社員に比べて短い場合や勤務日数が少
ない労働者をいい、アルバイトは雇用契約期間が短期
や一定の業務のために雇用される労働者を指します。
通常は時間給で賃金が決まっており、採用に当たって
必要な業務、時間帯だけ勤務してもらうなどの柔軟性
があります。
●派遣社員
　雇用関係のある人材派遣会社から、他の企業（派遣
先）に派遣され、その企業において業務を行う労働者
のことをいいます。給与等は派遣会社で負担し、派遣
先の企業は派遣会社へ契約に基づく金額を支払います。
人件費を変動費化できることや場合によっては経験者、
必要な資格を有する者を使用することができ、募集や
教育の手間が省けるなどのメリットがあります。
※若年者、中高齢者、障害者等を採用する際には、助
　成制度がありますので、まずは最寄りのハローワーク
　に相談しましょう。

　従業員を採用したら、雇用条件を確認して雇用契約
書を作成する必要があります。雇用契約書には雇用期
間、就業場所、仕事内容、就業時間と休憩時間、休日、
賃金形態、賃金支払方法などの雇用条件を記載しなけ
ればなりません。会社と労働者とお互いに書面で確認
することが大切です。
●最低賃金（北海道内）
　時間給　861円（令和元年10月3日発効）

　人材の採用に当たっては、雇用体制を整える必要が
あります。近年、法律の改正などで労働者保護の傾向
が強くなり、労働基準監督署への告発件数も増加傾向
にあります。またその内容も賃金、労働時間からセク
ハラ、パワハラに至るまで多岐にわたっています。労
使トラブルは企業のイメージダウンにもつながりかね
ない問題です。労働基準法のルールを知り従業員との
信頼関係を日頃から築いていくことが大切です。
　また、常時10人以上の労働者を雇用する事業所は就
業規則の作成と届出が義務付けられています。就業規
則は、会社と労働者の間で、労働者が就業の上で守る
べきルールを明確にするとともに、お互いの誤解を防
止することで労使トラブルを避けるという効果があり
ます。近年では、労働者数が10人以下の事業所でも労
使トラブルを未然に防ぐなどの観点から作成するとこ
ろが増えています。
　以下に労働基準法の基本的なルールを記載していま
すが、実際に就業規則を作成する際には、細かな決ま
りや、自社に合ったルール作りができているかなど注
意する点が多いため、労働基準監督署や社会保険労務
士などの専門家に相談するのが良いでしょう。
●労働時間
　休憩時間を除いて1日8時間、1週間で40時間を超
えてはいけません。ただし、10人未満の商業、接客娯
楽業については週44時間が認められています。
　また、業務の繁閑に合わせて労働時間を調整する変

形労働時間制なども検討するとよいでしょう。
●休日・休暇
　休日は毎週１日以上与えるか、4週間を通じて4日以
上与えなければなりません。年次有給休暇は、通常6
ヵ月間以上勤務する等の条件を満たした場合には最低
でも10日分の権利を与えなければなりません。また、
パートやアルバイトにも与えなければなりませんが、
勤務日数に応じて付与する日数は変わります。
●時間外手当
　上記で説明した労働時間を超えて労働する場合や休
日に労働する場合は、従業員との間で書面での約束を
交わし、割増賃金を支払わなければなりません。最低
でも時間外勤務は25％増し、休日出勤は35％増しに
なります。なお、時間外勤務については、通常1ヵ月
につき45時間を超えないようにしなければなりません。
※就業規則に新しい制度を設けるなどの条件を満たし
　た場合には、助成金が利用できる場合もありますの
　でハローワークに相談しましょう。ただし、就業規
　則に関しては労働基準監督署の所管となります。

　従業員を雇用した際には、労災保険への加入が義務
付けられています。また１週間に20時間以上及び31
日以上雇用する場合には雇用保険への加入も義務付け
られます。会社を設立した場合や個人事業でも従業員
が5人以上の場合には社会保険（健康保険・厚生年金
保険）への加入義務が発生します。特に助成金を利用
する場合には各保険の加入条件に該当する従業員につ
いてきちんと加入させていなければなりません。
　労働保険や社会保険には業種により差はありますが、
一定の保険料を会社で負担する必要があるので、事業
計画を立てる際には、このような法定福利費も考慮す
る必要があります。
事業主・会社の保険負担率
労災保険＝給与総額×
　　　　　　（業種により率が異なる）
雇用保険＝給与総額×
　　　　　　（業種により率が異なる）

健康保険・厚生年金保険=給与総額×15.085％
　　　　　　（介護保険含む）
（令和元年10月現在）
〔問い合わせ〕
旭川労働基準監督署（労災保険）
旭川市宮前1条3丁目3－15　旭川合同庁舎西館6階
TEL0166－35－5901
ハローワーク旭川（雇用保険）
旭川市春光町10－58
TEL0166－51－0176
日本年金機構旭川年金事務所（社会保険）
旭川市宮前通2丁目1954－2
TEL0166－26－4484

　事業を始めると個人事業、法人を問わず必ず帳簿を
作成しなければなりません。帳簿と聞くと税金の計算
のためと考える人が多いと思いますが、帳簿やそこか
ら作成される損益計算書、貸借対照表などの財務諸表
は事業の現状を把握する基礎資料になるものです。
　有能な経営者はこれら財務諸表から的確な経営判断
をし、営業体制の強化など今後の経営方針の意思決定
や金融機関との交渉などに当たります。
　財務諸表と聞くとどこかとっつきにくい印象があり、
経営者は営業などほかにも業務を抱えている場合が多
く、帳簿をつける作業や財務諸表の作成を経理担当や
税理士に任せる方が多いようです。　
　しかし、経営者たる者、財務諸表が物語る数字の意
味を読み取れなければ、経営上の素早いジャッジがで
きません。
　そのためにも経理事務については極力手間や時間を
かけずになおかつ正確であることが大事になってきま
す。いくつかコツを紹介します。
○なるべく現金を置かない。売り上げ金はそのまま口
　座に預け入れ、毎日の支払いはとりあえず個人で立
　替処理をし、月末にまとめて精算する。

6 8～ 10001000

2.5 88
1000～1000
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新規創業の基礎知識

◆パソコン会計の利用

◆電子申告・納税システムの利用

◆インターネットバンキングの利用

○預金口座の数を少なくする。（口座を少なくすること　
　で預金残高が明確になる。預金出納帳の代わりになる）
○売掛金の回収は集金ではなく振り込みでお願いする。
　手形は受け取らない。
○〆日は月末で統一、支払日は月1回と限定し、まと
　めて支払う。
○仕入先・取引先にはすべて振り込みで支払う。
○給与も振り込みで行う。（社員個人の経費立替もこ
　こで精算）
○定期的に支払うものは自動引落しを利用する。
○領収書の整理、ファイリングに時間をかけない。
○インターネットバンキングを利用する。
○パソコンの会計ソフトを効率的に活用する。
（初期設定が重要）
　創業初期の頃は仕入先など現金取引を求めてくると
ころも多いことが予想されますが、信用を積み重ねる
ことで掛による仕入なども可能となってきます。

　ネットバンキングとは銀行との取引をインターネッ
ト上で行うことをいいます。最大のメリットは窓口や
ＡＴＭまで行かなくても取引ができるので時間と手間

が省ける点です。通帳記帳に行く時間がない時などパ
ソコンで、いつでも残高や入・出金明細の照会ができ
るので、月末等の繁忙期などはとても助かります。
　また振込手数料が窓口よりも割安な点もメリットの
一つです。
　銀行により違いがありますが、インターネットで利
用できる主な取引には次のものがあります。
　● 残高照会 
　● 入出金明細の照会 
　● 振込 
　● 振替 
　● 定期預金の預入や解約 
　● 外貨預金の預入や解約 
　● 投資信託の購入や解約
　口座にお金があれば、現金の入金と出金以外はイン
ターネット取引専用のサイトから入力することでさま
ざまな取引ができて便利です。
　ただしネットバンキングは、メリットばかりあるわ
けではありません。多くの人が不安に感じるのはセキ
ュリティ面です。
　各銀行ではセキュリティ対策を強化していますが、
自分自身でもしっかり注意して、ネットバンキングを
使いこなしましょう。
　パソコンに最新のセキュリティ対策ソフトを使用す
るのはもちろんのこと、不審な電子メールのリンクを
開かない、必ず公式サイトからログインする、前回の
ログイン日時や取引の内容を確認する、パスワードを
生年月日など推測されやすい番号にしないなど、他人
に知られないようにするといった基本的な注意を徹底
することが重要です。また、ネットバンキングでは、
安全な取引のために、本人確認用のＩＤやパスワード
を設定して利用します。このＩＤやパスワードを忘れ
てしまうと、本人でもログインできず、取引ができな
くなってしまいます。ネットバンキング用の口座を開
くときには、ＩＤやパスワードを忘れないようにする
のはもちろんですが、手帳などにメモしておく場合な
ど、他人にそれと分からないようにすることも大切です。
　まずはメインバンクとして使っている銀行でネット

バンキングを始めると、ＡＴＭや窓口も併用できるの
で、ネットでログインできない事態になっても慌てず
に済みます。

　経理といえば、帳簿の記帳を思い浮かべる人も多い
でしょう。簿記の知識がないと難しかった帳簿の作成
ですが、現在は会計ソフトの普及によりパソコンを使
用して比較的簡単に作成でき、必ずしも簿記の知識が
必要ではなくなりました。ソフトの値段も下がり、高
機能化されているので、ソフト購入の際には単機能の
ものではなく、経営分析やキャッシュフロー計算など
の機能が付いているソフトを選択することをお勧めし
ます。単機能のものより高価ですが、経理関係の業務
をほぼカバーしてくれます。
　会計ソフトを使用するにあたって一番大変で重要な
のが導入のときの初期設定です。会計ソフト導入のメ
リットのひとつにリアルタイムな損益の把握がありま
すが、初期設定が間違っていると、リアルタイムに確
認できるのは事実と違う数字ということになり意味が
ありません。どの会計ソフトでも導入時に設定すべき
項目は変わりませんが、会計の仕組みを理解していな
ければ戸惑ってしまい、初期設定すら嫌になってしま
うものです。各メーカーも簡単に設定できるように工
夫していますが、専門家に設定を代行してもらうのが
確実です。
　また、パソコンを使用する際に注意が必要なのが、
データの管理です。故障などが原因で今までの入力
データが損なわれてしまうといったことを防止するた
めにCD－ROMなどの媒体に定期的にバックアップを
とることが重要です。

　事務の効率化を考える上で、手続きの電子化がこれ
からの時代に欠かせなくなることが予想されます。
　確定申告や各種申請など、インターネットを利用し
て行なうもので国税庁が運営しているのが、「国税電
子申告・納税システム」（e-Tax）というシステムです。

　税務署に出向いて申告する手間が省けるので業務の
効率アップが期待できますが、ネット上での本人確認
に必要な環境を整える必要があります。
　なお、ダイレクト納付を利用して、届出をした預貯
金口座から振替により納付することもできますので、
地方税のeLTAXと共に利用すれば、税金の申告・受付
確認・納付と一連の作業をパソコンの操作のみで完結
することができ、忙しい経営者にとってとても便利な
仕組みといえます。
　また、納税証明書の交付請求をe-Taxで行なうと手
数料がお得になります。
〔問い合わせ〕
旭川中税務署　
旭川市宮前1条3丁目3－15　旭川合同庁舎内　
TEL0166－90－1451
旭川東税務署　
旭川市東6条1丁目2－15　
TEL0166－23－6291
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新規創業の基礎知識　

　諸手続きの業務を専門家に依頼するのもひとつの方

法です。許認可の手続や会社設立登記、税務など自分

で行うことも可能ですが、専門的知識を持たない人が

行うと、実際に考えていた以上に手間と時間がかかり

ます。当然、費用は掛かりますが、手続きなどがスムー

ズに進むのはもちろんのこと、その専門的な知識と経

験で自分では気付かない点も指摘してくれ、思わぬ利

益を生んでくれることもあります。

　「事業主は孤独」という言葉もよく耳にしますが、

こうした専門家が自分の事業の味方についていると心

強いものです。

■行政書士
　北海道行政書士会旭川支部
　旭川市大町2条2丁目5番地の51　佐藤聡事務所内
　TEL0166－54－2855
■司法書士
　旭川司法書士会
　旭川市花咲町4丁目
　TEL0166－51－9058
■社会保険労務士
　北海道社会保険労務士会道北支部
　旭川市春光町10番地
　（社会保険労務士法人）プラスワン内
　TEL0166－55－2522
■税理士
　北海道税理士会旭川支部
　旭川市5条通5丁目左10
　TEL0166－25－1601
■中小企業診断士
　一般社団法人 中小企業診断協会北海道
　札幌市中央区北4条西6丁目１番地　毎日札幌会館4階
　TEL011－231－1377

4 専門家の活用
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